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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 17,649 ― △2,314 ― △2,470 ― △2,771 ―
20年3月期第1四半期 20,604 8.9 △1,079 ― △1,316 ― △1,289 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 △40.07 ―
20年3月期第1四半期 △28.18 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 82,720 11,507 13.8 △8.31
20年3月期 85,220 14,657 17.0 36.53

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  11,425百万円 20年3月期  14,526百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― ― ―
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ― ― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 54,000 △5.6 △300 ― △800 ― △900 ― △13.01
通期 129,000 2.1 2,400 45.3 1,600 77.8 1,000 △51.8 14.46

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

 〔（注）詳細は、2ページ「定性的情報・財務諸表等」4.その他をご覧ください。〕 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

 〔（注）詳細は、2ページ「定性的情報・財務諸表等」4.その他をご覧ください。〕 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

 〔（注）詳細は、2ページ「定性的情報・財務諸表等」4.その他をご覧ください。〕 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等によ 
  り、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、2ページ「定性的情報・財務諸表等」3.連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
2.当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 
 14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  69,208,654株 20年3月期  69,208,654株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  42,682株 20年3月期  41,914株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  69,166,369株 20年3月期第1四半期  53,899,619株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、長期化する原油、原材料価格の高騰や米国経済減速の影響によ

り企業収益が減少し、個人消費や設備投資が力強さを欠くなど景気は足踏み状態で推移し、先行きに対する不透明感

を強めております。

　アルミ建材業界におきましては、アルミ地金等原材料価格の高騰、高止まりが続く中、公共投資の低迷や昨年６月

に施行された改正建築基準法の影響による建築着工の大幅な減少、同業間の競争激化など依然として厳しい状況にあ

ります。

　このような経済環境のもとで、当社グループは、コストダウンおよび利益確保に重点を置いた経営にグループを挙

げて取り組む一方、原材料価格の高騰分に対する価格改定の浸透にも尽力してまいりました。しかしながら、改正建

築基準法施行の影響による混乱がいまだに影を落とし、着工遅れや計画の延期、中止が生じる中、同業間の競争が激

化し、更には、期初から相次いだ取引先の倒産による不良債権の発生が追い討ちをかけ売上、利益を大きく悪化させ

ました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の連結経営成績につきましては、売上高１７６億４千９百万円、営業損失２

３億１千４百万円、経常損失２４億７千万円、四半期純損失２７億７千１百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に

比べ３億７千９百万円増加し、６１億８千１百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は、５億６千８百万円となりました。これは税金等調整前当期純損失でありましたが、

前受金の増加等の資金増加要因により、営業活動によるキャッシュ・フローを確保できたことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果増加した資金は、３億３千３百万円となりました。これは主に有形固定資産売却による収入による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、４億９千５百万円となりました。これは有形固定資産売却により得られた資金の

残高と営業活動によって得られた資金を原資として、借入金を返済したためであります。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　　当社グループの主力事業であるビル建材事業は売上が季節的に大きく変動し、第２四半期以降期末にかけて売上

が集中する傾向にあるため、現時点では平成２０年５月２１日の決算発表時に公表しました第２四半期および通期の

業績予想を据え置いております。

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項ありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　①　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　貸倒実績率等が前連結会計年度に算定したものと著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決

算において算定した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

　②　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。
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（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連

結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更（たな卸資産）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によっておりま

したが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これにより、営業損失及び経常損失は、それぞ

れ25百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は、218百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

③　リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償

却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益への影響はありません。

④　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これ

による損益への影響は軽微であります。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,859 6,448

受取手形及び売掛金 17,749 25,711

製品 866 740

半製品 748 761

原材料 3,780 3,805

仕掛品 17,240 11,023

販売用不動産 262 290

貯蔵品 517 564

その他 2,882 3,302

貸倒引当金 △743 △755

流動資産合計 50,164 51,892

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 36,010 35,955

減価償却累計額 △26,100 △25,800

建物及び構築物（純額） 9,909 10,155

土地 13,298 13,419

その他 60,549 60,558

減価償却累計額 △55,519 △55,370

その他（純額） 5,030 5,188

有形固定資産合計 28,238 28,763

無形固定資産   

その他 154 343

無形固定資産合計 154 343

投資その他の資産   

投資有価証券 2,061 2,101

長期貸付金 229 234

繰延税金資産 43 44

その他 3,357 2,923

貸倒引当金 △1,529 △1,083

投資その他の資産合計 4,163 4,221

固定資産合計 32,556 33,328

資産合計 82,720 85,220



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 19,408 22,612

短期借入金 20,975 21,517

未払法人税等 58 195

前受金 10,864 6,193

賞与引当金 169 606

役員賞与引当金 9 13

工事損失引当金 184 116

その他 5,111 4,863

流動負債合計 56,782 56,120

固定負債   

長期借入金 2,388 2,417

繰延税金負債 71 80

再評価に係る繰延税金負債 494 622

退職給付引当金 10,553 10,326

負ののれん 2 33

その他 920 962

固定負債合計 14,430 14,442

負債合計 71,212 70,563

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,709 1,709

資本剰余金 814 814

利益剰余金 8,204 11,031

自己株式 △6 △6

株主資本合計 10,721 13,549

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 △31

土地再評価差額金 1,430 1,685

為替換算調整勘定 △724 △677

評価・換算差額等合計 703 977

少数株主持分 82 130

純資産合計 11,507 14,657

負債純資産合計 82,720 85,220



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 17,649

売上原価 15,827

売上総利益 1,821

販売費及び一般管理費 4,136

営業損失（△） △2,314

営業外収益  

受取利息 8

受取配当金 19

その他 56

営業外収益合計 83

営業外費用  

支払利息 188

手形売却損 25

持分法による投資損失 13

その他 10

営業外費用合計 239

経常損失（△） △2,470

特別利益  

役員賞与引当金戻入益 5

その他 0

特別利益合計 6

特別損失  

固定資産除却損 19

たな卸資産評価損 192

投資有価証券評価損 81

その他 50

特別損失合計 343

税金等調整前四半期純損失（△） △2,808

法人税等 △37

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △2,771



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △2,808

減価償却費 635

たな卸資産評価損 192

負ののれん償却額 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 450

賞与引当金の増減額（△は減少） △437

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 235

工事損失引当金の増減額（△は減少） 67

受取利息及び受取配当金 △27

支払利息 188

持分法による投資損益（△は益） 13

固定資産除却損 19

投資有価証券評価損益（△は益） 81

売上債権の増減額（△は増加） 7,861

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,476

仕入債務の増減額（△は減少） △3,186

前受金の増減額（△は減少） 4,679

その他 △679

小計 806

利息及び配当金の受取額 27

利息の支払額 △179

法人税等の支払額 △86

営業活動によるキャッシュ・フロー 568

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △153

定期預金の払戻による収入 122

有形固定資産の取得による支出 △592

有形固定資産の売却による収入 985

投資有価証券の取得による支出 △28

投資有価証券の売却による収入 1

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 333

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △310

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △284

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △495



（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 379

現金及び現金同等物の期首残高 5,802

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,181



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年6月30日）

ビル建材
事業
(百万円)

住宅建材
事業
(百万円)

形材外販
事業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上

高
6,961 2,719 6,432 1,535 17,649 － 17,649

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
93 12 2,887 590 3,585 (3,585) －

計 7,055 2,732 9,320 2,126 21,234 (3,585) 17,649

営業利益（又は営業損失

（△））
△1,839 △117 △79 28 △2,007 (307) △2,314

　（注）１．事業区分の方法

製品の種類及び製造方法の類似性に基づき、ビル用建材品を「ビル建材事業」、住宅用建材品を「住宅建

材事業」とし、アルミ形材を「形材外販事業」としました。また、その他としまして環境関連事業及び不動

産事業等がありますが、売上高等に重要性がないため「その他事業」としてセグメンテーションしておりま

す。

２．各事業区分の主要製品名

事業区分 主要製品名

ビル建材事業
カーテンウォール、ビル用サッシ・ドア、中低層用サッシ・ドア、改装用サッシ

等

住宅建材事業 住宅用サッシ、玄関引戸・ドア、室内建具、エクステリア製品等

形材外販事業 アルミ形材、アルミ精密加工品

その他事業 廃棄物処理プラント、不動産、産業廃棄物処理、運送、各種金属の表面処理等

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は313百万円

であり、その主なものは当社の総合企画部、人事部、経理部等一般管理部門経費であります。

４．会計処理の方法の変更

　 （たな卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」②に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、ビル建材事業12百万、住宅建材事

業１百万円、形材外販事業12百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業損失が同額増加しております。

－ 1 －



ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 2 －



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

　前第１四半期連結累計期間（平成19年4月1日～6月30日）

科目

前年同四半期
（平成20年3月期
第1四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 20,604

Ⅱ　売上原価 17,769

売上総利益 2,835

Ⅲ　販売費及び一般管理費 3,914

営業利益又は営業損失
（△）

△1,079

Ⅳ　営業外収益 114

Ⅴ　営業外費用 351

経常利益又は経常損失
（△）

△1,316

Ⅵ　特別利益 98

Ⅶ　特別損失 37

税金等調整前四半期純利益又
は純損失（△）

△1,255

税金費用 35

少数株主利益又は損失（△） △0

四半期純利益又は純損失
（△）

△1,289

－ 3 －



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　前第１四半期連結累計期間（平成19年4月1日～6月30日）

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 

税金等調整前四半期純利益 △1,255

減価償却費 466

売上債権の減少額 9,294

たな卸資産の増減額（増加
△）

△8,143

仕入債務の増減額（減少
△）

△3,440

前受金の増減額（減少△） 4,624

その他 △407

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

1,137

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 

有形無形固定資産の取得に
よる支出

△247

有形固定資産の売却による
収入　

27

その他 △37

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△257

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 

短期借入金の純増減額（減
少△）　

△383

長期借入金の純増減額（減
少△）　　

△194

その他　 51

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△525

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

2

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額（又は減少額）

356

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

11,343

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

11,700

－ 4 －



（３）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前年同四半期（平成19年４月１日～平成19年６月30日）

ビル建材事
業
（百万円）

住宅建材事
業
（百万円）

形材外販事
業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計　　　
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

（1）外部顧客に対する売

上高
8,226 3,578 7,038 1,761 20,604 － 20,604

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
219 8 1,211 518 1,958 (1,958) －

計 8,445 3,586 8,250 2,279 22,563 (1,958) 20,604

営業費用 9,327 3,589 8,229 2,145 23,292 (1,608) 21,684

営業利益（又は営業損失

（△））
△881 △3 21 134 △729 (349) △1,079

　（注）１．製品の種類及び製造方法の類似性に基づき、ビル用建材品を「ビル建材事業」、住宅用建材品を「住宅建材

事業」とし、アルミ形材を「形材外販事業」としました。また、その他としまして環境関連事業及び不動産事

業等がありますが、売上高等に重要性がないため「その他事業」としてセグメンテーションしております。

２．各事業区分の主要製品名

事業区分 主要製品名

ビル建材事業
カーテンウォール、ビル用サッシ・ドア、中低層用サッシ・ドア、改装用サッシ

等

住宅建材事業 住宅用サッシ、玄関引戸・ドア、室内建具、エクステリア製品等

形材外販事業 アルミ形材、アルミ精密加工品

その他事業 廃棄物処理プラント、不動産、産業廃棄物処理、運送、各種金属の表面処理等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

 

前第１四半期連結

会計期間（百万

円）

主な内容

消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用の金額
340

不二サッシ㈱の総合企画部、総

務部、人事部、経理部等一般管

理部門経費であります。　

ｂ．所在地別セグメント情報

前年同四半期（平成19年４月１日～平成19年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

前年同四半期（平成19年４月１日～平成19年６月30日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

－ 5 －
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